別記第1号様式（第2条関係）
農地法第3条の規定による許可申請書
　　年　　月　　日
興部町農業委員会会長　　殿
□□□-☐☐
譲渡人（貸主）住所　　　　　　　　　　
職業　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　印
生年月日　　　　　　　　　　
電話番号（　）―（　　）　　
譲受人（借主）住所　　　　　　　　　　
職業　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　印
生年月日　　　　　　　　　　
電話番号（　）―（　　）　　
法人の場合は主たる事務所の所在地
業務の内容名称及び代表者の氏名
農地（牧草放牧地）について所有権（地上権、永小作権、質権　使用貸借による権利、賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利）の移転（設定）の許可を受けたいので、農地法第3条第1項の規定により、下記のとおり申請します。
記
1　許可を受けようとする土地の表示およびその状況
	所在
	地番
	地目
	面積
	10アール当り普通収穫高
	利用
状況
	利用者
	備考

	
	
	公簿
	現況
	
	
	
	氏名
	利用権原
	

	
	
	
	
	㎡
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	田
	注 1　利用状況の欄には、普通畑、野菜畑、果樹畑等の別を記載すること。
2　備考の欄には各筆ごとに一般民有地は法第36条の規定により売渡された土地は法第61条の規定により売渡された土地はと記載するとともに、当該地が農地等取得資金または未墾地取得資金の対象となつているときは、農業者年金基金の融資の対象となつているときはと記載すること。

	
	畑
	

	
	農地計
	

	
	放牧地
採草
	




2　権利を移転（設定）しようとする理由
⑴　譲渡人（貸主）
⑵　譲受人（借主）
3　権利を移転（設定）しようとする契約の内容
	契約の種類
	土地引渡の時期
	価額
	資金調達の方法
	その他

	
	　年　月　日
	円
	
	

	
	
	
	
	


注　資金調達の方法が制度資金の借入れによる場合は、その資金名および借入予定額を記載すること。また、賃貸借契約の場合には、価格の欄には小作料の額を、その他の欄には契約期間を記載すること。
4　当時者（その世帯員を含む。）の所有地および経営地
	
	譲渡人（貸主）
	譲受人（借主）

	
	田
	畑
	農地計
	採草
放牧地
	田
	畑
	農地計
	採草
放牧地

	所有地
	①自作地
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	貸付地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	不耕作地
	
	
	
	
	
	
	
	

	借入地
	②小作地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(その他耕作地)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	不耕作地
	
	
	
	
	
	
	
	

	経営地合計　①＋②
	
	
	
	
	
	
	
	

	備考
	
	
	
	
	
	
	
	


注　備考欄には、貸付地がある場合はその許可年月日および現在貸し付けている理由を、不耕作地がある場合はその理由を記載すること。
5　当事者（その世帯員を含む。）の労働力ならびに大農機具および家畜の所有状況
⑴　労働力
	譲渡人　（貸主）
	譲受人　（借主）

	自家労働力の内容
	自家労働力の内容

	世帯員（構成員）
氏名
	性別
	年令
	続柄
	職業
	農作業
従事
日数
	農作業
従事
日数計
	世帯員

氏名
	性別
	年令
	続柄
	職業
	農作業
従事
日数
	農作業
従事
日数計

	
	
	
	
	
	日
	日
	
	
	
	
	
	日
	日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





	譲受人（借主）の自家労働力以外の労働力の内容

	常雇（人）
	臨時雇
	農協による作業
	協同組織による作業
	合計

	農作業名
	日数
	農作業名
	日数
	農作業名
	日数
	農作業名
	日数
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	日

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


⑵　大農機具　　　　　　　　　　　　　⑶　家畜
	譲受人（借主）の所有状況
	
	譲受人（借主）の飼養状況

	種類
	数量
	
	種類
	数量

	
	
	
	乳牛
	

	
	
	
	肉牛
	

	
	
	
	馬
	

	
	
	
	豚
	

	
	
	
	
	


6　譲受（借受）地の立地状況等
	立地状況
	離れ地の場合は通作の方法
	

	住居地との関係
	地続き・離れ地
	
	

	経営地との関係
	地続き・離れ地
	住居移転の計画がある場合はその見込時期および場所
	年月
	

	
	
	
	場所
	

	住居地からの距離　　　　　　㎞
	取得前の
団地数
	団地
	取得後
の団地
数
	団地


注 1　立地状況の欄は該当する方を○で囲むこと。
2　この申請と同時に譲受（借受）または譲渡（貸付）の申請をしている場合には、取得後の団地数欄は、それぞれの申請が許可されたものとした場合のものを記載すること。
7　その他参考となる事項
⑴　許可申請地が農地法第8条または第15条の2の規定により公示があつたものである場合は、その条項および公示年月日ならびに同法第9条第1項の規定による期間延長を申し入れたときは、その期間を記載すること。
⑵　許可申請地が農地法第36条の規定により売り渡された土地であるときは、その旨および、その土地の売渡年月日を記載すること。

⑶　譲渡人（貸主）が農地等取得資金、未墾地取得資金、自作農維持資金を借り受けている場合および農業者年金基金から融資を受けている場合、その他国から売り渡しを受けた土地の対価が未償還の場合等は、当該資金の名称および償還計画等を記載すること。
注 1　申請者は3部提出すること。ただし、申請人が2人をこえる場合は、そのこえる人数に相当する数の申請書を加えること。
2　申請書には、許可を受けようとする土地の登記簿謄本（1部）を添付するほか、次の表の左欄に掲げる場合には、同表の右欄に定める図書を添付すること。
	許可申請地が開拓地のとき。
	附表 1　開拓地に係る権利移転（設定）調書（1部）

	農地法施行令第1条の3第2項第2号に該当するとき。
	附表 2　農地法施行令第1条の3第2項第2号関係権利移転（設定）調書（1部）

	許可申請地が信託財産のとき。
	附表 3　信託財産に係る権利移転設定調書（1部）

	競売もしくは国税滞納処分にかかる差押えもしくは仮差押えの執行または処分禁止の仮処分の執行のあつた後に設定された小作地等についてその小作農等以外の者が、競売、強制執行、国税滞納処分等により所有権を取得するとき。
	附表 4　競公売等による小作地等の権利移転調書（1部）

	小作地等についてその小作農等以外の者が所有権を取得するとき（附表4を添付しなければならないときを除く）
	その小作農等が、当該小作地等の所有権が小作農等以外の者に移転されることにつき申請前6カ月以内に同意したことを証する書面（1部）

	単独申請をするとき。
	判決書、認諾調書、裁判上の和解調書、家事審判書、家事調停調書、民事調停調書（判決書または審判書にあつては判決確定証明または審判確定証明が付されているものに限る）競売調書、公売調書または遺言証書、遺言検認書、遺言公正証書もしくは遺言確認書の謄本（1部）

	1筆の土地の一部について権利を移転（設定）しようとするとき。
	その土地の特定に必要な実測図（3部）

	賃借権、使用貸借による権利を譲渡しまたは転貸しようとするものであるとき。
	所有者の承諾書（1部）


附表 1　開拓地にかかる権利移転（設定）調書
	売渡期日
	年　　　　　月　　　　　日

	開墾を完了すべき時期
	年　　　　　月　　　　　日





	入植（増反）地区名
	地区

	検査の結果
	

	売り渡された総面積
	　　　　番地ほか　　　　筆　　　　㎡

	状況
開拓者資金借受
	種類
	金額
	償還方法
	備考

	
	
	円
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　開拓者資金借受状況の欄は、未償還のもののみについて記載すること。
附表 2　農地法施行令第1条の3第2項第2号関係権利移転（設定）調書
	譲渡人
氏名
	
	譲受人
氏名
	

	譲渡人の状況
	
	申請時の経営面積
	譲渡面積
	譲受面積
	許可後の
経営面積
	備考

	
	田
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	畑
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	
	採草放牧地
	
	
	
	
	

	あつせんの内容
	申立年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	
	申立人
	譲渡人　　　譲受人　　　その他（　　　　）

	
	あつせんの方法
	イ　総会（農地部会）ロ　特別委員会　ハ　会長
ニ　あつせん委員　　ホ　和解の仲介

	
	成立の期日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	
	委員会の決定
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	
	成立の内容の
概要
	




附表 3　信託財産にかかる権利移転（設定）調書
	受託農協名
	
	譲受（借受）人
氏名
	

	許可申請地の所
在および面積
	市
町
村
	田
	㎡
	農地の計
	㎡

	
	
	畑
	
	採草
放牧地
	

	申請目的
	一時使用貸借・所有権の移転・賃貸借

	信託契約の内容
	種類
	売渡・貸付運用・売渡貸付運用

	
	委託者
氏名
	
	信託条件
	

	
	契約
年月日
	　年　月　日
	農業委員会
に通知した
年月日
	年　月　日
	
	

	
	期間
	年　　　　月　　　　日から
年　　　　月　　　　日まで
	
	

	め農協のとつた処置　　　
信託財産売渡（貸付）のた
	相手方選定のため
公告した年月日
	　年　月　日
	借受申込
期間
	　　年　　月　　日から
　　年　　月　　日まで

	
	申込者
	順位
	
	
	
	
	
	

	
	
	氏名
	
	
	
	
	
	

	
	会の意見
農業委員
	意見照会年月日
	年 　月 　日
	意見決定年月日
	年 　月 　日

	
	
	

	選定内容
	選定理由
	

	
	
	
	理事会の
決定年月日
	年　　月　　日

	
	契約条件
	売買価格
(小作料)
	円
	賃貸借(使用貸借)
期間
	年　　月　　日から
年　　月　　日まで

	
	
	


注　申込者の順位欄には、農業協同組合の理事会の決めた順位を記載すること。

附表 4　競公売等による小作地等の権利移転調書
	1　権利取得者の氏名
	

	2　許可申請地の表示等
	許可申請地の表示等
	市町
郡村
	田　㎡
番地ほか　　　筆　畑　㎡
採　㎡

	
	許可申請地の所有者
	住所
	

	
	
	氏名
または名称
	

	
	許可申請地の利用者
	住所
	

	
	
	氏名
または名称
	

	
	利用者の利用の権原
	権利の種類
	賃借権、使用貸借権、地上権、永小作権、その他の権利

	
	
	期間
	　　　年　　　月　　　日から
　　　年　　　月　　　日まで

	
	
	許可年月日
	知事
農業委員会
	許可　年　月　日付け　第　号

	3　競公売等の内容
	許可申請地の処分禁止の区分
	※
	差押　　　仮差押　　　仮処分

	
	競公売等の区分
	※
	強制競売　競売法による競売　国税滞納処分等

	
	差押等の執行年月日
	　　　年　　　月　　　日

	
	競落等の期日
	　　　年　　　月　　　日

	
	競公売等の実施機関
	


注 1　2許可申請地の表示等の欄の「許可申請地の所有者」は、現利用者が、使用および収益を目的とする権利を設定したときの所有者について記載すること。
2　※の欄は、該当事項を○で囲むこと。
3　競公売等の内容の欄の「競公売の区分」の国税滞納処分等には、国税滞納処分をその例としている滞納処分が含まれる。
4　「差押等の執行年月日」には強制競売にかかる差押および競売法による競売にあつては、競売開始決定のあつた日を、強制競売にかかる仮差押にあつては仮差押の宣言のあつた日を、国税滞納処分にかかる差押にあつては、差押の決定のあつた日を、仮処分にあつては仮執行の宣言のあつた日をそれぞれ記載すること。
5　「競落等の期日」には、強制競売にかかる競売にあつては、その競落期日を、国税滞納処分等にかかる公売にあつては最高価申込者の決定のあつた日をそれぞれ記載すること。
